
 

仙台市内部統制基本方針 
 

 

本格的な少子高齢社会の到来など、かつて経験したことのない変革のときを

迎え、地域や市民を取り巻く環境は刻々と変化しています。私たちは、これまで

以上に市役所に何が求められているかを正確に捉え、かつ、それに的確に応えて

いき、市民の皆様からの信頼を一つ一つ積み重ねていくことが求められていま

す。 

そうした認識のもと、本市では、これまでコンプライアンス確保の取り組みを

進めてまいりましたが、新たに、全庁を挙げた実効性ある内部統制体制を構築し、

これを適切に運用していくことで、市民の皆様からの信頼をより確かなものと

し、持続的で質の高い市役所経営を進めてまいります。 

ここに、地方自治法第 150 条第１項の規定に基づき、内部統制に関する方針を

次のとおり定めます。 

 

 

１ 内部統制の目的 

(1) 事務の効率的かつ効果的な執行の確保 

適切なリスク管理を通じた事故発生の未然防止により、事務事業の推進

に注力できる環境を確保するとともに、事務処理手順の整備や業務改善の

推進により、市民サービスの向上を追求しながら、効率的かつ効果的な事

務執行を図ります。 

 

(2) 法令・ルールを遵守した適正な事務執行 

事務の執行が適正かつ公正に行われるよう、職員一人ひとりが公務に携

わるという立場を常に意識しながら、根拠法令やルールを十分に理解し、

遵守することを徹底します。  

 

(3) 情報の信頼性の確保 

財務報告を含む事務に関する情報は、その的確な作成及び有効な確認の

徹底と、法令等に従った適切な保存及び管理により、その正確さと高い信

頼性を確保します。  



 

(4) 資産の適切な保全 

市の資産は、正当な手続き及び承認の下に取得及び処分を行うとともに、

台帳等の整備を含め、常に事務処理の手順や管理手法の最適化を図りなが

ら、確実かつ適切な管理を徹底します。 

 

２ 内部統制の対象事務 

市長の権限に属する事務全般を内部統制の対象とします。 

なお、内部統制の取り組みは、本市の公営企業管理者及び行政委員会の権

限に属する事務についても、一体的に推進します。 

 

３ 実効ある取り組みの推進 

各局区等は、その所管する業務の執行におけるリスクを的確に洗い出し、

対策が必要なリスクへの対応策の整備及び運用を主体的に行い、取り組みの

結果について自己評価とフィードバックを繰り返すことで、事務処理手順等

の水準向上と事務効率化を継続的に追求します。 

発生した重大な事務処理事故等に対しては、迅速かつ適切に対処するとと

もに、全組織共通の教訓として再発防止に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月３１日 仙台市長 郡 和子  
 


